
■期日：令和４年11月17日（木） 10:00～12:00
■場所：文京シビックセンター24階 委員会室

東京管区気象台
地震津波火山防災情報調整官 瀧沢 倫明

東京管区気象台

災害対策調査特別委員会研究会
主催：文京区議会 災害対策調査特別委員会



本日の内容（前半）

○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



東京都には２１の活火山

活火山の定義 （火山噴火予知連絡会による）
｢概ね過去1万年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活動のある火山｣

⇒ 111火山 ※令和４年７月現在

活火山



活火山 定義の変遷

噴火記録のある火山や今後噴火する可能性がある火山を全て「活火山」と分類する
考え方が1950年代から国際的に広まる。

1960年代からは気象庁も噴火の記録のある火山をすべて活火山と呼ぶことに

1975（昭和50）年には、火山噴火予知連絡会が「噴火の記録のある火山及び現在活
発な噴気活動のある火山」を活火山と定義して77火山を選定

1991年（平成3）年には、火山噴火予知連絡会が活火山を「過去およそ2000年以内に
噴火した火山及び現在活発な噴気活動のある火山」と定め、83火山を選定

2003（平成15）年に火山噴火予知連絡会は｢概ね過去1万年以内に噴火した火山及び
現在活発な噴気活動のある火山｣を活火山と定義し直す。⇒令和４年８月1日現在111。

歴史記録がなくても火山噴出物の調査から比較
的新しい噴火の証拠が見出されることも多くなる



※「休火山」「死火山」

「休火山」「死火山」について
「休火山」：歴史時代（文献による検証可能な時代）に噴火記録はあるものの、

現在休んでいる火山。
「死火山」：歴史時代の噴火記録がない火山。

年代測定法の進歩により火山の過去の活動が明らかになり、火山の寿命は長く、
歴史時代の噴火活動の有無だけで分類することは意味がない。

近年は休火山や死火山という分類はなされていない。



火山の分布



海洋プレートの沈み込みとマグマの発生

日本列島周辺のプレート構造日本の主な火山とプレート

火山の分布と火山のでき方



○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



●ハワイ式噴火

⇒粘性の低い溶岩流を流すような噴火

●ストロンボリ式噴火

⇒間欠的に小爆発を繰り返し、スコリアや火山
弾を放出する、または、溶岩流を流すような噴火

●ブルカノ式噴火

⇒粘性の高いマグマにより、火山灰、火山礫、
火山岩塊を大量に噴出するような爆発的な噴火

●プリニー式噴火

⇒大量の軽石や火山灰が火口から空高く噴出
し、巨大な噴煙柱形成するような大きな噴火。風
下では軽石や火山灰が広範囲に降下し、火砕
流を伴うことがあります。

噴火様式



□大きな噴石
：阿蘇山、浅間山、御嶽山ｅｔｃ
□火砕流
：雲仙普賢岳
□融雪型火山泥流
：浅間山、十勝岳
□溶岩流
：キラウェア（ハワイ）、伊豆大島
□小さな噴石・火山灰
：御嶽山、桜島、etc
□火山ガス
：箱根山、三宅島、etc
□火山灰等の堆積による土石流
：雲仙普賢岳、富士山、etc

災害をもたらす火山現象

※特に、大きな噴石、火砕流、融雪
型火山泥流は、噴火に伴って発生し、
避難までの時間的猶予がほとんど
なく、生命に対する危険性が高いた
め、防災対策上重要度の高い火山
現象として位置付けられており、噴
火警報や避難計画を活用した事前
の避難が必要



大きな噴石(阿蘇山、浅間山など)
〇爆発的な噴火により吹き飛ばされる直径約50cm以上の大きな岩石等

〇風の影響を受けずに、弾道を描いて飛散して短時間で落下

〇建物の屋根を打ち破るほどの破壊力

〇被害は火口周辺の概ね2～4km以内に限られる

〇登山者等の死傷や建造物破壊の例

〇噴火警報等を活用した事前の入山規制や避難が必要です。

災害をもたらす火山現象



火砕流(雲仙普賢岳など)
〇高温の火山灰や岩塊や水蒸気が一体となって急速に山体を流下

〇大きな噴煙柱や溶岩ドームの崩壊などにより発生

〇大規模な場合は地形の起伏にかかわらず広範囲に広がる

〇破壊力が大きく極めて恐ろしい

〇速度は時速数十kmから百数十km、温度は数百℃

〇火砕流から身を守ることは不可能

〇噴火警報等を活用した事前の避難が必要

災害をもたらす火山現象



融雪型火山泥流(十勝岳、浅間山など)
〇火砕流等の熱により融雪→周辺の土砂などと共に高速で流下

（時速60kmを超えることも）

〇谷筋や沢沿いをはるか遠方まで一気に流下

〇建物、道路、農耕地を破壊・埋没。大規模な災害を引き起こしやすい

〇積雪時の噴火では、発生確認前の避難が必要

災害をもたらす火山現象



溶岩流(ｷﾗｳｪｱ火山、伊豆大島など)
〇火口から噴出したマグマが高温のまま地表を流れ下る

〇建物、道路、農耕地、森林などを焼失、埋没→→不毛の地

〇流下速度は比較的遅く基本的に人の足による避難が可能

災害をもたらす火山現象



小さな噴石・火山灰(御嶽山、桜島など)
〇直径2mm以上のもの→小さな噴石（火山れき）

火口から10km以上遠方まで風に流されて降下する場合

• 降下するまでに数分～十数分

• 屋内等に退避することで身を守る

〇直径2mm以下のもの→火山灰
時には数十kmから数百km以上運ばれて広域に降下・堆積

• 農作物の被害、交通麻痺など、社会生活に深刻な影響

災害をもたらす火山現象



火山灰は岩石の欠片を含む
〇目に入り炎症や角膜を傷つける原因になる場合や

〇多量に吸い込むと健康被害を引き起こすことも

カトマイ火山(アメリカ・アラスカ州)
１９１２年噴火の際の火山灰の電子顕微鏡写真

※USGSホームページより

浅間山（群馬県・長野県）
2009年２月２日噴火による火山灰の電子顕微鏡写真

※信州大学理学部ホームページより

災害をもたらす火山現象



火山ガス(三宅島、箱根大涌谷など)

〇マグマに由来の水蒸気や二酸化炭素、二酸化硫黄、硫化水素など

〇人体に悪影響を及ぼし、死亡事故も発生

〇長期避難や立入り規制が必要なケースも

⚫ 2000年からの三宅島の活動

⚫ 2015年の箱根山の火山活動（大涌谷園地は、現在でも夜間立ち入り禁止）

災害をもたらす火山現象



土石流や泥流(雲仙普賢岳、富士山など)
〇積もった火山灰が、大雨により土石流や泥流を生じる

〇数ミリ程度の雨でも発生することがある

〇高速で斜面を流れ下り、下流に大きな被害

〇富士山の宝永噴火（1707年）→酒匂川水系の水害

災害をもたらす火山現象



○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



活動火山対策特別措置法の改正（2015年）

御嶽山の噴火（2014年9月27日）

「火山防災対策推進ワーキンググループ」設置
（中央防災会議）

「火山防災対策推進への提言」

平成27年3月26日「御嶽山噴火を踏まえた今後
の火山防災対策の推進について（報告）」

（中央防災会議）

・火山防災対策を推進するためのしくみについて
・火山監視・観測体制について
・火山防災情報の伝達について
・火山噴火からの適切な避難方策等について
・火山防災教育や火山に関する知識の普及について
・火山研究体制の強化と火山ン研究者の育成について

平成27年12月24日施行



○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



噴火警報

※：平成19年12月運用開始
※1：大きな噴石、火砕流、融雪型泥流等、発生から短時間で

火口周辺や居住地域に到達し、避難までの時間的猶予がほとんどない現象。
※2： この範囲に入った場合には生命に危険が及ぶ

⇒噴火に伴って発生し生命に危険を及ぼす火山現象（※1）の発生や危険
が及ぶ範囲の拡大が予想される場合に、「警戒が必要な範囲」 （※2）を明
示して発表します。対象は全国111の活火山。

噴火警報・予報と噴火警戒レベル（の概要）



噴火警戒レベル ⇒火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民
等の「とるべき防災対応」を５段階に区分して発表する指標です。

噴火警報・予報と噴火警戒レベル（の概要）

火山噴火予知連絡会が「火山防災のために監
視・観測体制の充実等が必要な火山」として選
定した50の火山のうち、49火山で運用。※十和
田もR4.2に運用開始。



噴火警戒レベルに応じた段階的な「警戒が必要な範囲」

噴火警戒レベルは、火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や
住民等の「とるべき防災対応」を５段階に区分して発表する指標。

○火山が噴火した時、どこまで危険なのかをすぐに明示できる。

○自治体との事前の合意に基づき、 「警戒が必要な範囲」と「とるべき防災対応」
をレベル１からレベル５まで区分しているため、レベルに応じた防災対応がすぐ
に実行できる。

噴火警報と噴火警戒レベル（の概要）

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volinfo.html#vol_warning_area


○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



遠望カメラ

ＧＰＳ観測装置

地震計

空振計 傾斜計

気象庁本庁（東京）及び札幌・仙台・福岡各管区
火山監視・警報センター

ヘリコプターによる上空からの観測

噴出物調査

火山ガス観測
降灰調査

火山観測・監視体制



火山の監視体制と情報の流れ



気象庁が発表する火山に関する情報や資料

情報等の種類 概要及び発表の時期
噴火警報・予報 生命に危険を及ぼす火山現象の発生やその拡大が予想される場合に、「警戒が必

要な範囲」を明示して発表。

火山の状況に関する解説情報 火山性地震や微動の回数、噴火等の状況や警戒事項について、必要に応じて定期
的または臨時に解説する情報。

噴火速報 登山中の方や周辺にお住まいの方に、火山が噴火したことを端的にいち早く伝え、
身を守る行動を取っていただくために発表。

火山活動解説資料 地図や図表を用いて、火山活動の状況や警戒事項について、定期的または必要に
応じて臨時に解説する資料。

月間火山概況 前月1ヶ月間の火山活動の状況や警戒事項を取りまとめた資料。

地震・火山月報（防災編） 月ごとの地震･火山に関連した各種防災情報や地震･火山活動に関する分析結果を
まとめた資料。

噴火に関する火山観測報 噴火が発生したときに、発生時刻や噴煙高度等をお知らせする情報。

降灰予報 「降灰量」及び「風に流されて降る小さな噴石の落下範囲」を予測。「噴火前」、「噴火
直後」、「噴火後」の3種類の情報を発表。

火山ガス予報 居住地域に長期間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山ガス
の濃度が高まる可能性のある地域をお知らせする情報。

火山現象に関する海上警報 火山現象に関する海上警報は、噴火の影響が海上や沿岸に及ぶ恐れがある場合に
発表。緯度・経度と範囲を指定して、付近を航行する船舶に対して警戒を呼びかけ。

航空路火山灰情報 航空機のための火山灰情報として、航空路火山灰情報を提供。



○ 火山の生成と活火山

〇 災害をもたらす火山現象

○ 活火山法（活動火山対策特別措置法）

〇 噴火警報と噴火警戒レベル

○ 火山監視と情報

〇 降灰予報



降灰による影響
※噴火警報・予報の対象は、大きな噴石、火砕流、
融雪型火山泥流等、噴火に伴って発生し生命に
危険を及ぼす火山現象。



降灰予報について
降灰予報 （気象庁発表） ※平成27年3月～現在の降灰予報運用 降灰予報は平成20年～
〇３種類の降灰予報（定時・速報・詳細）
〇防災対応のための降灰量を予測
〇小さな噴石に対する注意喚起
〇市町村ごとに発表



降灰による影響
降灰の影響と降灰量の関係

多量

やや
多量

少量

降灰予報



降灰予報について
「降灰予報」の情報発表の流れ



降灰予報について

「降灰予報」の例 （※桜島：定時）

「降灰予報（定時）」発表中の火山
2022.08.05現在



降灰による影響



降灰予報について

〔内閣府資料より〕

参考資料（桜島） 2013年8月18日

0.2～0.3mm



降灰予報について

〔内閣府資料より〕

参考資料（霧島山（新燃岳）） 2011年、2018年

10km（スケール）

0.5kg/㎡

1kg/㎡

0.5kg/㎡

100g/㎡

1000g/㎡



降灰予報について

〔内閣府資料より〕

参考資料（浅間山） 2004年、2009年

64g/㎡

128g/㎡

1024g/㎡

5km（スケール）

5km（スケール）

6km（スケール）

128g/㎡

100g/㎡



降灰予報について

〔内閣府資料より〕

参考資料（有珠山） 1977年、2000年

0.1cm

0.5cm

5cm 1cm

64g/㎡

128g/㎡

10km（スケール）

10km（スケール）

0.5cm 0.1cm

1cm

5cm

10cm



降灰予報について

〔火山噴火予知連絡会資料改変〕

参考資料（御嶽山） 2014年9月27日

1g/㎡

64g/㎡

128g/㎡



本日の内容（後半）

○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



富士山の噴火と降灰
富士山の噴火

箱根から見た富士山

宝永火口から噴火
（1707年）



活火山総覧 第４版 より

剣ヶ峰（3776m）

富士山

宝永山（2693m）

20km



静岡大学防災総合センターWeb より

富士山

・およそ20～10万年前、現在の富士山のやや北側に、
小御岳火山誕生。
・周辺の愛鷹山、箱根山なども噴火し、噴出物大量降下。

・10万年ほど前、小御岳火山中腹で古富士火山が噴煙
を上げ始める（富士山の誕生）。

・古富士火山は噴火を繰り返して成長、小御岳の大部
分と愛鷹山北半分を埋め尽くす。

・古富士火山、噴火と山体崩壊を経て、およそ1万年前
から現在の富士火山（新富士火山）が成長開始。

・その後、山体崩壊の発生もあるものの、噴火を繰り返
して、美しい円錐形の現在の富士山を形成。

富士山がいまの姿になるまで



静岡大学防災総合センターWeb他 より

富士山

宝永噴火（1707年）

12 月16 日噴火（宝永噴火）。

軽石・スコリア降下。噴火場所は南東山腹
（宝永火口）。
噴火1～2 ヶ月前から山中のみで有感となる

地震活動。十数日前から地震活動が活発化、
前日には山麓でも有感となる地震増加(最大
規模はM5級)。12 月16 日朝に南東山腹(現
在の宝永山)で爆発し、黒煙、噴石、空振、降

灰砂、雷。その日のうちに江戸にも多量の降
灰。川崎で厚さ5cm。

噴火は月末まで断続的に起きたが、次第に
弱まる。家屋・農地が埋まった村では餓死者
多数。

初期はデイサイト、その後玄武岩のプリニー
式噴火。江戸にも大量の降灰。噴火後洪水
等の土砂災害が継続。マグマ噴出量は0.7 
DREkm3。(VEI5)14,

※宝永地震（1707年10月28日）
・宝永噴火の49日前に発生。
・マグニチュード８クラスの大規模地震。
・駿河湾から四国沖の広い領域で同時に発生。



富士山の噴火と降灰

宝永噴火（1707年）による降灰

宝永4年11月23日（1707年12月16日）～12月8日（12月31日）

〔富士山ハザードマップ検討委員会〕



富士山の噴火と降灰

富士山の噴火による降灰予測

〔富士山ハザードマップ検討委員会〕



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



○「大規模火山災害対策への提言」 広域的な火山防災対策に係る検討会

（平成24年8月～平成25年5月 ５回開催）

大規模火山災害対策への提言

〇我が国は、古来幾度となく大規模火山災害に見舞われてきた。

東日本大震災の教訓として過去の災害に学び、大規模火山災害の再来に備えることが必
要である。

〇 これまで、各火山地域における火山防災体制の構築を推進してきたが、

大規模火山災害時には既存体制等では対応が難しい事案の発生が懸念される。

〇そこで、大規模火山災害への備えの現状の課題を明らかにし、

今後、国と地方公共団体が取り組むべき事項を提言した。

大規模な火山災害の発生を想定した場合に、
現行体制において何が不足しており、それらを解決するために今後何をすべきか、
また、平常時に何をしておくべきか、発災時にはどのような対応をすべきか等について議論



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



大規模火山災害対策への提言 内閣府資料 より



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



○「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報 告）」

中央防災会議 防災対策実行会議

火山防災対策推進ワーキンググループ （平成26年12月～平成27年３月 ４回開催）

〇御嶽山噴火（H26.9.27）死者５７名、行方不明者６名（H27.3現在）

多くの登山者が被災した戦後最悪の火山災害

火山監視・観測体制、火山防災情報伝達、専門家育成等の課題が顕在化

〇火山と共生していくためには、日頃から火山の恩恵を享受する一方で、

噴火時等には迅速な避難などの防災行動が必要となり、

そのためには、火山や噴火災害についての理解を深めておくことが重要。

〇頻繁に噴火している火山は多くないため、噴火の経験がある行政職員や地域住民はごく限られる。

これまで、火山地域の防災対策に関しては、地元火山地域の火山防災協議会等において、

噴火時等の具体的な避難計画などについて平常時から関係者による共同検討が順次進められていた。

→本噴火災害により得た教訓を踏まえ、我が国の今後の火山防災対策の一層の推進を図るため、

中央防災会議防災対策実行会議に「火山防災対策推進ワーキンググループ」（主査：藤井敏嗣東京大学名誉教授）が設置された。

本ワーキンググループでは、全４回にわたる検討を経て本報告を作成し、

今般の御嶽山噴火及び我が国の火山防災対策に関する現状と課題を整理するとともに、

火山防災対策推進に向けて今後取り組むべき事項について提言する。

〇噴火に伴う現象の種類や噴火の規模は多様であることから、

火山防災対策を推進するためには、火山ごとに詳細な調査・研究に基づいた検討を行う必要があるが、

火山研究者の人数は十分でなく、火山防災に資する研究は必ずしも進んでいない。

御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報 告）



御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報 告）
内閣府資料 より



活動火山対策特別措置法の改正（2015年）

御嶽山の噴火（2014年9月27日）

「火山防災対策推進ワーキンググループ」設置
（中央防災会議）

「火山防災対策推進への提言」

平成27年3月26日「御嶽山噴火を踏まえた今後
の火山防災対策の推進について（報告）」

（中央防災会議）

・火山防災対策を推進するためのしくみについて
・火山監視・観測体制について
・火山防災情報の伝達について
・火山噴火からの適切な避難方策等について
・火山防災教育や火山に関する知識の普及について
・火山研究体制の強化と火山ン研究者の育成について

平成27年12月24日施行



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



○「大規模噴火時の広域降灰対策について―首都圏における降灰の影響と対策―

～富士山噴火をモデルケースに～ （報 告）」

中央防災会議 防災対策実行会議

大規模噴火時の広域降灰対策検討ワーキンググループ

（平成30年９月～令和２年３月 ４回開催）

〇大規模噴火が発生すると、山麓のみならず遠隔地域においても火山灰が広い範囲に堆積。

〇特に都市機能が集積した首都圏等において、広域に堆積する火山灰が交通機関やライフライン施設、

経済活動や社会生活にどのような影響を及ぼすのかが明らかでない。

国や指定公共機関、地方公共団体等が大規模噴火時の降灰対策の検討を行う際の前提となる、

降灰分布とそれによる交通機関やライフライン等への影響、大規模噴火時の

広域降灰対策の基本的な考え方について、富士山の宝永噴火規模の噴火をモデルケースにして検討。

〇遠隔地域における各主体の実施すべき対応や降灰対策の基本的な考え方が整理されていない。

大規模噴火時の広域降灰対策について ―首都圏における降灰の影響と対策―



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
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大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について

左上：西風卓越（宝永噴火に近いケース）

右上：西南西風卓越（東京都への降灰大量）

左下：風向の変化が大きい南よりの風

内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
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大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



大規模噴火時の広域降灰対策について
内閣府資料 より



［具体的な対策の検討］

国、 関係指定公共 機関、地方公共団体等が連携 した、

具体の降灰対策について、ガイドラインとして取りまとめる。

⇒ガイドラインの内容を踏まえ、防災基本計画、地域防災計画等への反映を進める。

内閣府の動き 内閣府資料 より



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



東京都地域防災計画

東京都地域防災計画 火山編（平成30年修正） 東京都防災会議 より引用

噴火による被害想定 火山灰の処理及び処分



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



都市強靭化プロジェクト（仮称）※東京都資料



都市強靭化プロジェクト（仮称）※東京都資料



都市強靭化プロジェクト（仮称）※東京都資料



都市強靭化プロジェクト（仮称）※東京都資料



都市強靭化プロジェクト（仮称）※東京都資料



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」 →今回の改定では、降灰については改定の対象外。

「避難計画」



富士山火山防災対策協議会 ハザードマップ改訂



富士山火山防災対策協議会 ハザードマップ改訂



富士山火山防災対策協議会 ハザードマップ改訂



富士山火山防災対策協議会 ハザードマップ改訂



富士山火山防災対策協議会 ハザードマップ改訂

改定対象外



○ 富士山について

〇 内閣府の動き

「大規模火山災害対策への提言」

「御嶽山噴火を踏まえた今後の火山防災対策の推進について（報告）」

「大規模噴火時の広域降灰対策について」

〇 東京都地域防災計画

○ 東京都強靭化プロジェクト（仮称）

〇 富士山火山防災対策協議会の動き

「ハザードマップ改訂」

「避難計画」



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山火山防災対策協議会 避難計画



富士山の最近の火山活動
観測点配置 地震活動

地殻変動（GNSS）

⇒2022年10月現在、富士山の火山活動に、
噴火の兆候は見られない。

気象庁 「火山活動解説資料」より



ご清聴ありがとうございました


